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太陽光発電の開発と展望

大 関 崇

. は じ め に

3.11の大震災では，多くの尊い人命が失われた大規模災害

となった．電力エネルギーネットワークという観点からみる

と，地震，津波により電源供給が停止し，大規模な広域停電

が発生した．短時間の場所から数週間，さらには計画停電と

いった緊急事態の対応が行われた．このような経験から国内

各所で「エネルギー」に関する議論が活発になされるように

なった．国としては，「エネルギー基本計画」の見直しに関

する議論が開始され，2012年の夏にはある方向性が出され

る．エネルギーインフラは急にガラッと変更できるものでな

いため，太陽光発電がその一部である再生可能エネルギーの

短期的な導入目標が劇的に変わることはないが，期待される

声は各所で聞こえている．長期的な視点を，そして太陽光発

電としては，どのような哲学を持って推進するかを再度見直

す良い機会である．本稿では，太陽光発電の大量導入に向

け，最近の技術動向を中心に，そして今後の技術課題につい

て概説する．著者は材料分野の専門ではないため，メインは

システム技術を中心に言及することをご容赦願いたい．

. 太陽光発電の導入目標と技術課題

太陽光発電の導入量は，図に示す通り欧州を中心に進ん

でおり，国内では2010年段階で 3.622GW 導入されてい

る(1)．これは，年間の国内電力需要の約0.3～0.4程度であ

り，電力エネルギーの一翼を担うという点では，まだこれか

らである．世界に注目すると，ドイツ，イタリアを代表に欧

州を中心として市場が伸びている．普及の要因としては，フ

ィードインタリフ(FIT)と呼ばれる発電電力 kWh に対する

助成制度があげられる．太陽光発電で発電した電力を市場価

格よりも高値で電力会社等が買い取る仕組みである．国内で

も同様な仕組みができており，現状は余剰電力(自家消費を

超えた分の発電量を電力会社に売る)買い取り制度があり，

住宅用であれば，24円/kWh のところを48円/kWh(価格は

定期的に見直し，また燃料電池との併設などシステム形態に

より価格が異なる)である．また，2011年 8 月26日，第177

回通常国会において，「電気事業者による再生可能エネルギ

ー電気の調達に関する特別措置法」が成立した．いわゆる

「全量買取制度」について具体的な価格設定の議論が始まり，

2012年夏ごろより実施される予定になっている．これによ

り国内の公共・産業用大規模システム(1 MW 以上が多いた

めメガソーラと通称される)の普及もこれまでより進むと予

想される．

一方，生産量に関しては，図のように中国・台湾が市場

の半分以上を占めている(2)．このまま国内の太陽光発電業界

は置いてきぼりを食らうのか危機感を持っている．この差は

何といってもコストである．太陽光発電システムは国内では

1 kW あたり平均56.6万円程度であるが(2010年 4 月～12月

の統計)(3)，世界のトップ市場のドイツでは2199ユーロ/kW

まで直近でシステムコストが低下している(2011年 Q3 程度

になる(4)．特に中国メーカの太陽電池の価格低下は著しい．

ただ過当競争になり業界再編が進むという見方も強い．この

中で日本企業がどのように世界と戦わなければならないかで





図 2 世界の単年度太陽電池生産量(2010年)(資源総合
システム資料をもとに作成(2))．
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あるが，まずはベースのコストダウンは必須である．そのた

めの技術開発目標としては，新エネルギー・産業技術総合開

発機構(NEDO)がまとめた技術ロードマップ PV2030＋があ

る(5)．この中では太陽電池の変換効率向上に向けた技術開

発，生産性向上技術の開発などがあげられる．変換効率はよ

く40以上など目標が立てられているが，すべての技術が

それを達成する必要があるわけではない．ある科学技術的な

マイルストーンとしての象徴の意味はあるが，本来は同じテ

クノロジーの中で相対的に変換効率を向上されることがコス

ト低下につながるわけである．事実，すでに40を超える

太陽電池は開発されているが，これが直接コストダウンにつ

ながっているわけではない．もちろんいろいろな技術開発の

中でブレークスルーを狙う研究は必要であるが，変換効率向

上というのは，同様な生産技術内で相対的に効率向上を行う

ことが基本となる．ブレークスルーの実現するのは本学会の

ような材料分野・基礎物理分野の技術開発が間違いなく重要

になる．

ここまで説明してきた“コスト”はあくまで kW あたり

のコストである．本当に重要な“コスト”というのは kWh

あたりのコスト，いわゆる発電コストである．発電コストと

は，太陽光発電システムに対して製造・設置から撤去・廃

棄/リサイクルまでにかかる生涯コストを投じて，その太陽

光発電システムが生涯にどれだけ発電電力量を生み出せるか

を示した指標である．すなわち，生涯コスト[円]/生涯発電

電力量[kWh]である．前述の PV2030＋も掲げられている値

としては，2015年にかけて住宅用の電気料金相当の23円/

kWh，2020年にかけて公共・産業の電気料金相当の14円/

kWh，2030年にかけて発電事業相当の 7 円/kWh，2050年

はそれ以下という目標値がある．太陽光発電システム単体で

いえばこの発電コストが最終数値目標であり，変換効率向上

等の目標値はそれを達成するファクターとなる．発電コスト

低減に向けては，機器・装置のコストダウンに加えて，設

計・施工，運用・保守，そして最後の処理まで踏まえたトー

タルコストダウンが必要である．これまでの太陽光発電シス

テムは初期コストダウンにのみ目が向けられてきたが，徐々

に kWh の意識が高まってきているのは非常に喜ばしいこと

であるが，生涯トータルを考えた設計，運用・保守，後処理

というのはこれまでの初期コストダウンを妨げる方向にもな

るため，現状の激しいコスト競争の中でユーザも含めて，か

かわるすべての人が正しく良い太陽光発電システムを評価し

ていくことが重要である．特にこれまで見えていなかったコ

スト，適切に内部コストとして評価されなかったシステム設

計過程と長期信頼性の関係を正しく見ていくことは国内の太

陽光発電産業にとって重要な課題と考えられる．

では，発電コストが十分に下がれば十分であろうか実際

はそういうわけにはいかない．太陽光発電システムは当然設

置して終了ではなく，発電して電力・エネルギーとして利用

して本分を果たす必要がある．この時に重要なのは電力・エ

ネルギーネットワークである．以後は電力に限っての方がわ

かりやすいため，電力ネットワークとして述べる．電力ネッ

トワークとは，国内では電力会社が運営している電力系統の

ことを示す．国内の太陽光発電システムの 9 割近くは電力

系統につながって，お互いに電力を融通している．このシス

テムを系統連系型システムと呼ぶ．太陽光発電は歴史的には

米国を中心に，離島や送電が難しい場所において，蓄電池と

併設する独立型電源としての役割が期待され技術開発が始ま

った(6)．しかしながら，国内ではいち早くサンシャイン計画

段階で電力系統との連系技術の開発に着手した(7)．これは電

力系統を大規模な蓄電池とみなして，昼間の太陽光発電の発

電を電力系統に流すことで融通し，夜間はこれまで通り電力

系統から電力を受けるシステムをイメージしたものである．

太陽光発電の日本での普及が加速した要因として補助金政策

が良く例として挙げられるが，この系統連系技術が可能とな

ったことが大きな要因のひとつである．これにより，ドイツ

の FIT，余剰電力買取制度，前述の全量買い取り制度が成

り立つようになったのである．しかしながら，大規模な蓄電

設備としてみなしていた電力系統は，太陽光発電システムの

発電電力が無視できるほど小さい時の話であり，将来の大量

導入時には，同程度，瞬間的には電力需要を上回るほどの発

電電力が発生する場合には成り立たない．このような場合に

おいては，太陽光発電を大量導入するには現状の電力系統の

運用など変更が必要になる．いわゆるスマートグリッドとい

う言葉でくくられる技術であるが，国内でいえば，特に既存

の電力・エネルギーネットワークと太陽光発電の協調が非常

に重要な課題となっている(8)(図)．

このように研究課題としては，大きく 2 つに大別され，

「発電コストの低減に関する技術開発」，「電力・エネルギー

ネットワークとの協調に関する技術開発」が重要な課題とな

る．本稿では，発電コスト低減技術として主に信頼性に関し

て，そしてエネルギーネットワークとの協調技術に関して概

説する．

. 太陽光発電システムの信頼性に関して

太陽光発電システムのうちメイン部である太陽電池の信頼

性に関してはモジュールの暴露試験と信頼性・加速試験との





図 3 次世代送配電ネットワーク構築に向けたロード
マップ(報告書(8)を参考に作成)．
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関係について古くより研究が進められてきた．モジュール暴

露の実績として，米国や欧州の結果があり，0.5～0.8/年

が代表的な結果として示されている(9)．国内では，日本品質

保証機構から電気安全環境研究所に引き継がれて15年程度

経過したモジュール暴露結果がある(10)．しかしながら，特

定の年代のモジュール技術であることや暴露枚数の関係もあ

り，一般的な結果とは言えないのが現状である．モジュール

単体でいえば，10～20年を想定した設計であるため，実暴

露試験を継続的に実施することに困難があり，世界的に課題

として残っている．屋外暴露を補う方法として，他の業界と

同様に温度サイクルや高温高湿度試験に代表されるような加

速試験の開発も同時に進められてきた．しかしながら，故障

モードの複合性との関係もあり加速試験と寿命との相関性は

明確でなく，現状においても課題として残っている．これま

での研究結果の中で，太陽電池そのもの(単導体部分)の劣化

は，それほど大きくない(少なくともシリコン結晶系は)と考

えられている．実際は，太陽電池モジュール(パネル)を構成

する太陽電池セルに直列配線材，EVA などで封止材，湿度

侵入防止のバックシートなど部材の選択の影響も大きい．配

線まわりの温度サイクル，湿度侵入による配線の腐食や絶縁

低下などが劣化要因となるため，モジュール構造に加えて部

材開発が重要な研究課題である．国内では産総研が中心にな

って「高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシア

ム」を立ち上げ，部材メーカ等20機関以上との共同研究を

実施しており，メカニズムの明確化から部材に必要な要求仕

様の確認および部材開発を検討している(11)．また，産総

研，米国の NREL を中心に QA フォーラムを立ち上げ，従

来の加速試験の強化など長期信頼性に向けた新しい標準化の

動きも進んでいる(12)．

太陽電池本体以外では，直流の電源を交流に変換する機能

および系統連系機能を有したパワーコンディショナが主要機

器となるが，これまでのパワーエレクトロニクスと類似した

技術であるため，太陽光発電用パワーコンディショナ単体の

加速試験などはないのが現状である．

個別機器を組み合わせて，太陽光発電システムとようやく

なるが，この信頼性の現状認識はさらに不足している．シス

テム暴露を継続的に国プロジェクトで実施した例は少なく，

実際には市場で導入されたシステムの事後評価がほとんどで

ある．そのため，系統的な調査は不十分であるのが現実であ

るが，その中でも交換履歴等の結果としては，例えば

NEDO フィールドテスト事業(10 kW 以上の公共・産業用シ

ステムを対象とした実証事業)のデータでは，10年以上経過

のシステムに関しては，38のシステムで交換履歴があり，

47がパワーコンディショナであった(13)．また，太陽光発

電の設置者を中心とした NPO「太陽光発電所ネットワーク」

の調査では34の交換が発生しており，太陽電池は15，

パワーコンディショナは25などの結果がある(14)．しかし

ながら，注意しなければならないのは，その交換理由までは

十分に調査されていないところである．一般的にパワーコン

ディショナでは入力の電解コンデンサの寿命に律速されるこ

とが言われるが，これまでの交換事例は摩耗期までに届かな

いところであるとも考察できる．そのため，単純な摩耗期の

延命に向けた技術開発だけではなく，まずは設計の確定，機

器故障発見や故障理由の明確化などが重要な課題であり，そ

の調査を待って長期信頼性に必要な技術開発課題が見えてく

る段階である．また，太陽光発電システムは発電に直接関連

する機器の信頼性だけでは不十分である．実際には，屋根等

に設置するための架台や金具の設計・施工，ケーブル・コネ

クタの配線部材，屋内外配線の PF 管，中継の集電箱，遮断

機，断路器など多数の機器類で構成されている．太陽電池の

みに注目することなく，発電しない機器にも着目することは

重要である．

太陽光発電システムは当然発電機器のため発電電力量が注

目されるが，安全性については再度見直す必要がある．海外

を中心に公の情報として火災事故が発生している．太陽光発

電の特徴として直流であること，光が当たる限り発電し続け

ることなどもあるため，漏電遮断器等で明確に検知できず，

周辺資産に加えて人的被害が拡大する可能性が高い．欧米は

すでに消防関係者とのディスカッションやルール決めも進ん

でいるが国内では不十分であるため，早めにルール決めが必

要である．また安全性という意味でいえば，建物として公衆

安全の考え方の整理，住宅用の架台等の設計に関しては法整

備も含めて検討が必要と考える(15)．

システム技術として重要な技術開発にモニタリングおよび

故障診断技術がある．太陽光発電はメンテナンスフリーと呼

ばれて久しいが，ここまで言及した通り完全にメンテナンス

フリーではない(確かに他の発電機と比較すると格段にメン

テナンスは楽である)．さらに，太陽光発電の不具合，故障

の発見がユーザの感覚では困難であるという問題がある．こ

れは太陽光発電の発電電力が日射量に強く依存するため，も

し不具合で発電電力が低下した場合でも，雲っているだけと

勘違いするためである．技術としては日射量などのセンサを

併設し，データ分析する技術は存在するが，住宅用はセンサ

のメンテナンスやコストの問題からより簡易的な診断手法の
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技術開発が望まれている(16)．例えば，気象庁地上気象官署

の日射量データを利用する方法(17)(18)や衛星画像から日射量

を推定する手法などが検討されている(19)(20)．一方で大規模

なシステムに関しては，ある程度のオンサイトにおけるセン

サ設置が許容できるため，データ分析手法の精緻化が技術課

題として挙げられる(21)．

もう一つ重要な技術課題は，オンサイトの点検技術の開発

である．モニタリング技術はあくまでアラームに近い技術で

ある．イメージとしては，数千万システムに対して，全件検

査するのではなく，ある程度スクリーニングする仕組みであ

る．その後，実際の不具合箇所の明確化や定量化はオンサイ

トでの検査，試験が必要となる．

. エネルギーネットワークとの協調技術

エネルギーネットワークとの協調技術としては，古くから

配電系統における問題について技術開発が行われてきた．代

表的な問題として，系統保護協調(単独運転問題)，電圧上昇

問題がある(8)．系統保護協調は，電力系統停電時に太陽光発

電のみが発電を継続した場合，作業者の感電や電力系統の再

閉路においての不具合が生じる問題である．そのため，太陽

光発電のパワーコンディショナは系統停電を自端での電圧位

相跳躍や周波数変化などを検出して自己で判断できる機能

(単独運転検出技術受動方式)を有している．しかしなが

ら，発電と消費電力が釣り合った状態ではその変化が起こら

ないため，検出が困難という課題があった．それを補うため

に常に電力系統側に擾乱(無効電力や周波数シフト)を与える

ことで系統異常に変化を大きくさせる技術が併用されている

(単独運転検出技術能動方式)．この二つの技術は，太陽光

発電が少数の場合は問題がなかったが，大量に導入された場

合には能動方式の信号がお互いにより打消し会うなど干渉す

ることが懸念されている．その解決方法として，周波数変化

を増幅させる方向に無効電力を注入する方式が開発された．

また，干渉を避けるための方式の統一化が進められてい

る(22)．ただし，住宅用がメインであり，高圧・特高に関し

ては今後議論が必要である．また，大量導入時には，電力系

統が不安，例えば瞬時電圧低下がある場合には，太陽光発電

が一斉に電力系統から解列すると，電力系統の不安定性が冗

長されるため，停止せず系統を支える働きをする必要があ

る．これの機能を FRT (Fault ride thorough) LVRT (Low

voltage ride thorough)と呼ぶ．住宅用にはこの機能を盛り込

むことが決まり，現在は移行期間とされている．今後高圧・

特高に関しても同様な要件が盛り込まれる予定で審議中であ

る．

また，電力を供給する事業者は，低圧において 101±6 V

に供給電圧を納めるように電気事業法にて規定されており，

これまでは太陽光発電のような逆潮流を発生する発電設備が

無かったため，電力の流れは一方向であり，送電・配電線の

インピーダンスの想定により系統側(電力会社)による電圧制

御が比較的容易であった．しかし，太陽光発電が連系される

ことにより電力の流れが双方向となり，逆潮流により需要家

側から電圧上昇が発生するようになり，配電系統内の電圧プ

ロファイルを予測することが困難になり，系統側だけの制御

では全ての地点の電圧を目標範囲内に制御することが難しく

なることが懸念されている．電圧が定められた範囲を超える

場合，太陽光発電システムは，有効電力を抑制すること，す

なわち発電損失が発生し，これが電圧上昇と出力抑制問題で

ある．対策として，需要家側・系統側での対策技術の開発が

検討されてきた(8)．これまでに，需要家側(太陽光発電)と系

統側(電力会社)の対策が各々検討されているが，実際にはお

互いが協調することが最も重要であり，どのような対策を誰

が導入し，誰がコストを負担すべきであるかの検討が重要で

ある(23)．また，系統連系のルールを明確にするなど，社会

システムとしての整備が必要となっている．なお，前述の系

統保護問題と電圧問題に関しては基本的に局所的に発生しや

すい事象であるため発生導入規模を想定することは難しく，

現在でも部分的に発生している問題である．

系統保護と電圧問題については基本的に局所的な事象であ

るが，更に大量導入が進んだ状態では需給バランスが問題と

なる．この問題は太陽光発電の発電変動特性により生じ，周

波数動と余剰電力の問題に分類される．周波数変動は，数分

～数十分程度の変動(短周期変動)が起因となり，余剰電力に

関しては日変動や週変動(長周期変動)が起因となる．ここ

で，需給バランスに関しては電力会社の管内程度のエリア全

体を対象として検討することが必要で，変動分も単一の変動

ではなく，全体を足しあわせたもので議論することが重要で

ある．特に短周期変動に関しては，太陽光発電は基本的に広

域分散して設置されることから，変動分が自然に抑制される

効果，いわゆる「ならし効果」があることが指摘されている．

これまでいくつかの研究が実施されているが(23)(26)，電力

管内程度の広範囲における実測や評価は十分ではないため，

太陽光発電の短周期変動の実態把握を十分におこない，周波

数変動との関係を分析・評価を行ったあと，対策技術を検討

する必要がある．電力会社中心のプロジェクトにおいて一定

の結果が出てきている予定である(27)．

長周期変動については，短周期変動と同様に需要電力が少

ない時に，太陽光発電が良く発電するケースにおいて総発電

量が需要電力量を上回る場合に問題となる(図)．これら需

給バランスへの対策としては，基本的に短・長周期変動にお

いて対策方法は同様であり，変動分を抑制するために「発電

を貯める」，「発電を捨てる」，「負荷を発電とあわせる」とな

る．短・長周期変動に対して，その規模や容量，対象エリ

ア・場所・制御速度，方法などはさまざま考えられる．

具体的な対策としては，短周期変動についてはまず「なら

し効果」の把握につとめ，その後必要な変動対策を考えるこ

とが妥当である．住宅ごとに蓄電池を導入することや，系統

側の揚水発電等を利用するなどが検討されているが，各々の

組み合わせにより対応することが重要である．また個別蓄電

池も変動抑制専用でなく，EV/PHEV などを間接的に利用

する方法もある．発電電力を捨てる方法も特異日に出力制御

すること実現に向けて検討が開始されている．また，負荷を

調整すること(デマンドレスポンス)については，従来の





図 4 需給バランスの概略図．

ま て り あ
Materia Japan

第51巻 第 4 号(2012)

HEMS，BEMS での空調や家電等の ON/OFF 制御やヒート

ポンプ等を昼間に利用する方法などを系統安定化に利用する

ことも検討されている．更にはこれらを実現するために，

EU のスーパーグリッド(28)のように日本をひとつのグリッ

ドとみなす考えも重要となり，連系線容量の拡大も検討が必

要となる(29)．この中で太陽光発電にとって重要なことは発

電電力を事前に予測することである．予測技術はすべての制

御の基本となるため，重要な技術である．予測技術の最近動

向の詳細はレビュー文献(30)を参考にしていただきたいが，

気象庁の天気予報の技術などと組み合わせた技術開発が今後

重要になる．

. 震災直後，震災後の太陽光発電の役割

震災直後の状況は，多くの人がご存知のとおり，福島を中

心とする原子力発電・火力発電をあわせて 2760 万 kW が津

波等により緊急停止した(31)．それにより，東北，関東を中

心に大規模停電が発生した．この直後の太陽光発電がどのよ

うな役割を担っただろうか．震災直後，避難場所において，

数日間停電が続いた．この時に重要な電気機器として照明・

通信機器，また少し大きめの負荷としては浄水システムなど

があった．太陽電池は各社メーカから独立型電源として寄付

等の対応があり，災害用電源として大いに役にたった．小型

の可搬式から数 kW クラスまで様々なアイディアが出され

避難所の人々の一助になったと考えられる(32)．既存の住宅

用システムについては，二つのケースが存在した．それは震

災エリアにて長期の停電が続いたケースと，電力不足に伴う

計画停電のケースである．住宅用など太陽光発電は電力系統

の電圧，周波数を見ながら運転する系統連系モードから，自

立運転モードに切り替える必要がある．この自立運転モード

を利用したかどうかについてはアンケート結果から，震災エ

リアでは回答数の 70近くが利用していたが，計画停電で

は 33にとどまっていた(33)．他のアンケートでも計画停電

エリアでは 26の人のみ利用しているという結果であっ

た(34)．自立運転のその操作手順は安全性も考慮してマニュ

アルでの起動が望ましいが，操作手順が標準化されていない

ことなど問題が顕在化し(35)(36)，計画停電時に十分に活用さ

れなかったことが一つの要因として挙げられる．また，計画

停電時においては，長期停電と異なり短時間であることから

冷蔵庫やテレビ等の負荷に利用したケースが多かった．これ

らを考えると，災害直後の避難場所，一定の長期停電，短期

停電，というケースごとに太陽光発電の役割がある．避難場

所，例えば学校や公民館などの公共施設には必要最低限の負

荷(照明，携帯等通信)を賄うことが重要になる．個々の負荷

は小さいが多数の人数の電力を曇天でも賄うためには 10

kW 以上の容量は欲しいところであり，蓄電設備が併設され

ることが望ましい．さらには，太陽電池は分割してモジュー

ル単位でも利用は可能なため，避難場所から近隣に電力を有

効に活用するためには，通常時は架台で固定であるが，緊急

時に一定の可搬性を持ったシステムが有効と考えられる．避

難所以外で数日から数週間にわたる一定の長期停電に関して

は，照明・通信に加えて炊飯器，テレビなどのある程度の大

きな負荷を定常的に賄う必要がある．場所は固定された箇所

(例えば住宅など)であるため，3～4 kW である程度である

が，定常的に賄うためには蓄電池の併設が期待される．その

後計画停電に見られるような数時間と短時間の停電では，長

期停電と賄う負荷の規模は変わらないが，通常の生活ではラ

イフラインに影響がでる時間ではないため，天候や時間(夜

間など)によっては利用できないケースも想定されるが，蓄

電池の併設は特には必要ないと考える．このように場所・停

電期間の想定により太陽光発電システム，特に蓄電池との関

係は異なる．

計画停電の時期が終わった後も太陽光発電は災害対策電源

として期待され，ニュースなどで多く取り上げられており，

特に蓄電池との併設システムなどの提案が相次いでいる．確

かに蓄電池は汎用的かつ利便性に優れた装置であり，太陽光

発電にとっては非常に重要なパートナーである．しかしなが

ら，実際には災害時はあくまで災害時のためであると切り離

して考えることが重要である．通常時に蓄電池をフローティ

ング制御するのみなど有効に利用しないシステムは，災害対

策としては有効であるが，トータルで費用対効果が良いシス

テムとは言えない．極端にすべてを蓄電池併設の太陽光発電

システムにした場合，社会的コストは増大することが容易に

想像できる．そのため，避難所になる公共設備以外は，通常

時に蓄電池に対して災害対策以外の役割を持たせることを忘

れてはいけない．その一つがスマートグリッドやスマートコ

ミュニティになるが，いろいろな想定はあるが，太陽光発電

は当面専用の蓄電池が無いと大量導入できないものではない

と著者は考えている．EV の空き時間や揚水などの活用で需

給バランスの問題はしばらくは大丈夫だろう．もちろん，電

力の 10～30を太陽光で賄うようなレベルを想定すれ

ば，蓄電池，蓄電設備は必要となる．そのような長いスパン

ということを前置きして，太陽光発電と合わせて蓄電池のコ

ストダウン，信頼性向上に向けた材料開発には期待したい．

. ま と め

本稿では，太陽光発電のシステム技術を中心にまとめた．



 　　　　　　小 特 集

震災を受けて電力の自由化，次世代グリッドに向けての議論

も活発になっている．しかしながら，太陽光発電を含めた再

生可能エネルギーにてすべての電力を賄うのはまだまだ先で

ある．加えてインフラ整備には時間がかかる．国際競争力も

激化しているのは間違いないが，拙速に進めることなく，シ

ステムとしての長期信頼性をはじめ，足元の技術を着実に固

めることが重要である．このような状況の中，本学会に期待

することは，至ってシンプルである．安価で長期信頼性の保

てる太陽電池，システム構成機器，関連する部材・材料，さ

らには蓄電池材料の開発である．

震災 1 年を機に考えること，それは太陽光発電を本当に

価値のあるエネルギー源として利用するために必要なことを

改めて議論する必要があるということである．そして我々研

究者・技術者はそれを実現することである．
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大関 崇

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★
2000年 名古屋工業大学 電気情報工学科卒業

2005年 東京農工大学 電気電子工学専攻博士後期

課程修了

2005年 産業技術総合研究所太陽光発電研究センタ

ー入所，現職

専門分野電気工学，電力工学，システム工学

◎太陽光発電システムの発電特性分析技術，発電予測

技術の開発に従事．PV2030＋のワーキンググルー

プなど国の委員会に実務レベルで参加．

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★


